
第 100 回東京都港湾審議会の開催内容について 

 

１ 趣旨 

令和５年５月 22 日に開催された「第 100 回 東京都港湾審議会」において、

「第 42 回港湾環境整備負担金部会の報告」と現在、東京都港湾局で検討を進め

ている「東京港第９次改訂港湾計画（中間報告）」について報告が行われた。 

 

２ 第 42 回港湾環境整備負担金部会の報告について 

  ・港湾環境整備負担金に関する抜粋資料は、別紙１のとおり 

・臨港地区（陸域）又は港湾区域（水域）内において、一定以上の面積（敷地

面積の合計が 1万㎡以上）で事業を行っている事業者に対し、港湾環境を整

備し又は保全するために工事の費用の一部を負担する制度で東京都では昭和

56 年度より実施 

・対象事業者数は 75 社あり、令和４年度の負担金の総額は 35,282,508 円とな

っている 

   

３ 東京港第９次改訂港湾計画（中間報告）について 

  ・概要は別紙２のとおり 

  ・概ね 10 年程度の将来を目標年次として、港湾法第３条の３に規定される法

定計画 

・東京港第９次改訂港湾計画に向けた長期構想を指針として令和５年度中にパ

ブリックコメント、関係機関等との調整が行われ、第 101 回東京都港湾審議

会及び交通政策審議会を経て改定される予定 

 

４ 東京港第９次改訂港湾計画改訂に向けた今後の予定 

令和５年６月 22日 港湾問題都区連絡協議会幹事会 

【参加予定者】 

区議会：議長、副議長、交通政策調査委員会委員 

区職員；関係部長 

令和５年６月７日 

～7月６日まで 

第９次改訂港湾計画（中間報告）に関するパブリックコメン

トの募集 

令和５年７月 18日 港湾問題都区連絡協議会 

【参加予定者】 

区議会：議長、副議長、交通政策調査委員会委員長 

    各会派幹事長 

区職員：区長、副区長、企画経営部長、まちづくり推進部長 

令和５年８月頃 港湾計画改定に伴う「意見照会」 

令和５年９月～10 月頃 第 101 回港湾審議会 

港湾計画改定に関する諮問・答申 

 

交通政策調査特別委員会 

令和５年６月 22日 

まちづくり推進部 資料３番 

所管   都市計画課 



港湾環境整備負担金対象工事指定に関する附属資料

工事に要した
費 用

負 担 区 域 内 の
事業場総面積

×

(1) 趣旨
臨港地区（陸域）又は港湾区域（水域）内におい
て、一定以上の面積で事業を行っている事業者に対
し、港湾環境を整備し又は保全するための工事の費
用の一部を負担いただく制度
（都では昭和56年度より実施）

(2) 負担対象事業者
臨港地区及び港湾区域内に立地する工場又は事業
場の敷地面積の合計が１万㎡以上の事業者

(3) 負担対象工事（令和３年度に実施した次の工事）
①港湾環境整備施設（以下「緑地」という）の
建設・改良工事

②緑地の維持工事
③水面清掃工事
(4) 負担金の計算方法（東京都港湾環境整備負担金条例第４条より）

【負担金の内訳】

工 事 の 種 類 負 担 額 ( 前年度)

① 緑地の建設・改良工事 2,788,125 (11,216,330)

② 緑 地 の 維 持 工 事 17,319,538 (16,358,288)

③ 水 面 清 掃 工 事 15,174,845 (16,491,878)

合 計 35,282,508 (44,066,496)

負 担
割 合

各負担対象事業者の
敷 地 面 積

×

１ 制度の概要

（単位円）

２ 令和４年度負担金

負 担 金 の 総 額 35,282,508円 (44,066,496円)

負担対象事業者数 75社 (75社)

１ 社当たりの平均額 47.0万円 (58.7万円)

※カッコ内は前年度

別紙１










